
 

  

 

科 目 金　　　   額 科 目 金　　　   額

現 金 預 金  1,620,980 未 払 費 用  3,704,871

売 掛 金  5,133,397 未 払 法 人 税 等  314,890

前 払 費 用  14,400 預 り 金  77,800

繰 延 税 金 資 産  336,203 未 払 消 費 税 等  1,766,800

短 期 貸 付 金  11,000,000 賞 与 引 当 金  1,254,000

立 替 金  47,100  7,118,361

未 収 入 金  55

仮 払 金  331,986 退 職 給 付 引 当 金  3,700,100

 18,484,121  3,700,100

 10,818,461

車 両 運 搬 具  10,094,309

工 具 器 具 備 品  2 20,000,000

 10,094,311

利 益 準 備 金  70,000

出 資 金  20,000 繰 越 利 益 剰 余 金 1,390,520   

長期繰延税金資産  842,409 1,320,520   

そ の 他 の 投 資  57,100  18,679,480

 919,509

 11,013,820  18,679,480

 29,497,941  29,497,941

流 動 負 債

流 動 資 産 合 計

固 定 資 産

流 動 負 債 合 計

貸  借  対  照  表貸  借  対  照  表貸  借  対  照  表貸  借  対  照  表

(２０１５年３月３１日現在)

(単位：円)

( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 )

有 形 固 定 資 産

固 定 負 債

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

流 動 資 産

利 益 剰 余 金 合 計

( 純 資 産 の 部 )

株 主 資 本

資 本 金

利 益 剰 余 金有 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

株 主 資 本 合 計

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計 純 資 産 合 計

 



 

  

 

個個個個    別別別別    注注注注    記記記記    表表表表    

                          

１.重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(１)固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

定額法を採用しております。 

  ②無形固定資産 

     定額法を採用しております。 

(２)引当金の計上方法 

   ①賞与引当金 

     従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額により計上しております。 

  ②退職給付引当金 

従業員の退職給付の支出に備えるため、自己都合による期末要支給額の１００％相当額を計上しております。 

(３)その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

リース取引開始日が会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

(４)消費税および地方消費税の会計処理 

税抜方式を採用しております。 

(５)連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 

 

２.貸借対照表等に関する注記 

(１)有形固定資産減価償却累計額 17,848,458 円

(２)関係会社に対する金銭債権・債務

短 期 債 権 16,133,397 円

短 期 債 務 394,903 円

 

 

３.株主資本等変動計算書に関する注記 

発行済株式の総数に関する事項 

株式の種類 前期末株式数 増加 減少 当期末株式数 

普通株式 400株 － － 400株 

 

４.税効果会計に関する注記 

繰延税金資産発生の主な原因の内訳 

 （繰延税金資産）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

退職給付引当金 1,270,425      

賞与引当金 430,560        

欠損金 403,139        

未払費用 66,335         

未払事業税 10,129         

評価性引当額 1,001,976     

  繰延税金資産合計 1,178,612      
 

 

法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

 「所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税法等の一部を改正する法律」が平成27年3月31日に公布された

ことに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成27年4月1日以降解消されるものに限る）

に使用した法定実効税率は、平成27年4月1日以降に回収又は支払が見込まれるものについて、前事業年度の36.05％か

ら34.33％にそれぞれ変更されております。 

 なお、この税率変更による影響は軽微であります。 

 

 

 

 



 

  

 

 

５.関連当事者との取引に関する注記  

  親会社及び兄弟会社等 

属　性 会社等の名称

議決権等の所有

（被所有）割合

関連当事者

との関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

製品輸送等 58,046,219 売掛金 5,133,397

ｸﾚﾊｸﾞﾙｰﾌﾟ金融への預け金 － 短期貸付金 11,000,000

施設使用料等 1,804,800 未払費用 394,903

親会社の

子会社

乙羽通商㈱ - 燃料購入 燃料購入等 5,106,153 未払費用 376,789

（単位：円）

親会社 クレハ運輸㈱

被所有

直接100％

運送業務の受注

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

①輸送に関する業務、石油製品、原材料等は、市場実勢を勘案し価格交渉の上で決定しております。 

②取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。 

 

６.１株当たり情報に関する注記 

１ 株 当 た り 純 資 産 額 46,698円70銭

１株当たり当期純利益 6,870円17銭

 

 

７.重要な後発事象に関する注記 

該当事項なし 

 

８.その他の注記 

該当事項なし 


